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Ⅰ　人事行政の運営の状況

１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員数の状況と主な増減理由

（各年度４月１日現在、単位：人）

職員数は一般職に属する職員数（会計年度任用職員を除く）であり、（　）内は定年前再任用短時間勤務職員及び
暫定再任用短時間職員で外書です。

(2) 復旧・復興に向けた人員の確保

ア　条例定数の状況

（単位：人）

イ　任期付職員数

（各年度４月１日現在、単位：人）

１　任期付職員数は、上記(1)の職員数の内数で、一般任期付職員、特定任期付職員及び任期付研究員を含む。
２　市町村派遣職員は除く。
３　短時間勤務職員は除く。

ウ　都道府県等からの派遣職員数

（単位：人）

１　R7年度までは、年間の派遣決定数を計上。
２　R8年度は、４月１日現在の派遣決定数を計上。
３　R元年度～R5年度には令和元年東日本台風災害分を含む。

R7年度

216

R7年度

23

条例定数は、復旧及び復興の状況を勘案し、令和13年３月31日までの間に検討を加え、必要な措
置を講ずることとしています。

知事部局では、東日本大震災及び原子力災害からの復旧及び復興事業を着実に推進するため、時限的に職員の定数を増員し、任期付職
員の採用や地方自治法に基づく都道府県等からの職員派遣の要請などにより、必要な人員の確保を図っています。

（注）

（注）

（注）

H28年度

174

（注）

条例定数 5,862 5,512 5,812

45

任期付職員数 239

H30年度

191

-(54)

平成18年４月１日 平成23年４月１日 平成24年10月改正

R元年度

245

R4年度

256

H27年度

259 271

H30年度H27年度 H28年度 H29年度

派遣職員数

△ 108

(432) (459) (476) (422)

25,017 25,078 24,862 24,754

(0) (0) (0) (0) (0)

0海区漁業調整委
員会事務局

合計

6 6 6 6

(0) (0) (0) (0) (0)
労働委員会事務
局

11 11 11 11 0

(0) (0) (0) (0) (0)
人事委員会事務
局

12 12 12 12 0

(0) (0) (1) (1) (1)
監査委員事務局

24 25 25 24 △ 1

(0) (0) (0) (0) (0)
選挙管理委員会
事務局

5 5 6 6 0

警察本部
3,848 3,855 3,843 △ 67

退職者に対する採用者の減
(55) (51) (43) 0

学校の統廃合及び児童数・学級数の減少による
減員(191) (217) (231) (200) -(31)

教育委員会
15,265 15,273 15,062 14,966 △ 96

(1) (0) (0) (0) (0)

-(2)

議会事務局
35 35 35 35 0

知事部局

(43)

(1) (1) (3) (2) -(1)

病院局
400

医師、一般事務職員の増加

企業局
33 33 33 33 0

(7) (8) (13)

46

413 412 422 10

復興・創生対応等のための増員
(182) (185) (165) -(20)

3,776

5,378 5,410 5,417 5,463

(177)

(11)

機関名
職員数 対前年度増減数

(前年同月比較) 主な増減理由
R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

259

H29年度 R2年度

242 238

R2年度 R3年度

32

R5年度

70

R元年度

146 130 135 100 25

225

R6年度R4年度

R6年度 R8年度

200

R5年度

R8年度

20

R3年度

241
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(3) 職員の採用及び退職の状況

 （単位：人）

１　「一般行政職」欄には、他に区分されない職種を含みます。
２　（　）内は再任用職員であり、外書です。
３　「退職」欄には、懲戒免職、分限免職、失職を含みます。
４　令和７年度分より、再任用職員の採用者数の算定方法を変更しています。

(4) 会計年度任用職員数の状況

（各年度４月１日現在、単位：人）

合計

200

22

3,596

4,2161813,834

169

13

3,258 0

183

2 0

0

フル パート

100

47

4

358

34

2

527

(15) (7)

(12)

0

(245)

(132)

(1397) (333)

(0)

1,487

会計年度任用
技能職員

2

会計年度任用
労務職員

会計年度任用
技術職員

0

（注）

会計年度
チャレンジ任用職員

特定会計年度
任用職員

令和６年度

151

1,361 1,581

　　　　任用

区分

合計
1,194 918

会計年度任用
事務職員

公安職
161 145 174 163 149

(13)

(40)

(296)

130

688 876 816

(1019)
教育職

(210) (803)

3,861

パート

6 21 18 17

(10)

568 334

(17)(17) (35)
技能労務職

3

(85)

医療職
54 56 58 71 62 48

(40)

一般行政職
450 442

(285) (86) (281) (101)

408 371

 直近３年間に採用及び退職した職員の状況は、次のとおりです。

　　　　区分

職種

令和５年度 令和６年度 令和７年度

採用 退職

344

(250)

(398) (461)

370

32

令和７年度

フル

(10)

1,066

(24)

44

0

2

退職 採用 退職

5

133

採用

(5) (35) (11)

12

33

180 0

3,234

435

201

パート

(1161)

令和８年度

フル

47

0

136

(359)

(16) (9)

364
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２　職員の人事評価の状況

(1) 知事部局等（病院局を含む。）

(2) 教育委員会（県立学校及び市町村立学校）

(3) 警察本部

評価結果の活用 　評定結果については、任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用します。

評価者等
　評価は、原則として、被評価者の複数の上司により行い、調整は、評価者の上位の職にある者が行う
ものとしています。

評価期間
　能力評価…10月１日～翌年９月30日
　業績評価…10月１日～翌年３月31日及び４月１日～９月30日

　人事評価は、能力評価及び業績評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用し、公務
能率の向上に資するために行っています。

評価の種類
　能力評価…職員が職務遂行に当たり発揮した能力を評価するもの（絶対評価）
　業績評価…職員が職務遂行に当たり挙げた業績を評価するもの（絶対評価）

対象職員

　人事評価は、次に掲げる職員以外の全ての職員を対象としています。
　・　警視正以上の階級にある警察官
　・　臨時的任用職員
　・　特別職非常勤職員
　・　本部長が評価の必要がないと認める職員

教育次長（福島県）

評価対象期間は４月１日から翌年３月３１日とし、次のようなスケジュールで行っています。
・４月：目標設定　・５月：期首面談　・７～９月：中間面談
・12～１月：自己評価　・１月：期末面談

評価結果の活用
教職員の自己啓発、給与への反映、昇任、条件付採用者の正式採用の可否、その他推薦や表彰等の参

考資料として活用しています。

基準日及び期間　

一次評価者 二次評価者

教育長
（市町村）

副校長、教頭

その他の職員 副校長又は教頭

教育長（又は教育長が指定する職員）

校長

校長

人事評価の目的

最終調整者

　○県立学校 ＊教育長は、福島県教育委員会教育長のこと

最終調整者

校長
高校教育課長・特別支援教育課長

教育長
（福島県）校長

高校教育課長・特別支援教育課長

人事評価の目的

評価者等
一次評価者は直近上位の管理職、二次評価者は一次評価者の直近上位の管理職とし、最終評価者を所

属長としています。

評価期間
　能力評価…10月１日～９月30日
　業績評価…前期　４月１日～９月30日
　　　　　　後期　10月１日～３月31日

評価結果の活用
評価結果については、任用、給与、分限の基礎とするほか、職員の能力開発・人材育成及び適材適所

の人事配置の基礎資料として活用しています。

　能力評価…職務遂行する上で発揮された能力を評価するもの（絶対評価）
　業績評価…目標管理の手法等により仕事の成果を評価するもの（絶対評価）

対象職員
　人事評価は、次に掲げる職員以外の全ての職員を対象としています。
　・　大学院派遣職員及び民間企業派遣職員
　・　評価期間内の職務期間が３月未満の職員

　人事評価は、次に掲げる職員以外の全ての職員を対象としています。
　・　６月以内の期間を定めて任用される職員
　・　指導主事に充てられた職員
　・　各種派遣職員
　・　福島県教育委員会教育長が実施する必要がないと認めた職員

　能力評価…職務遂行において発揮した能力の度合いを評価するもの（絶対評価）
　実績評価…自己目標に応じて、挙げた実績の達成度等の度合いを評価するもの（絶対評価）

評価の種類

人事評価は、教職員の能力開発・教育活動の充実及び組織の活性化、子どもたちと教職員のWell-
beingを目指す「働き方改革」の推進に資するものであり、公正な人事管理の基礎資料の一つとすること
を目的としています。

校長

（又は教育長が指定する職員） （又は教育長が指定する職員）

副校長、教頭

二次評価者

（又は教育長が指定する職員）

教育長が指定する職員

教育長が指定する職員

一次評価者

その他の職員 副校長又は教頭 校長

人事評価の目的

評価者等

　○市町村立小・中・特別支援学校 ＊教育長は、市町村教育委員会教育長のこと

評価の種類

対象職員

人事評価は、職員の能力の向上及び組織的・効率的な職務遂行の推進を図ることを通して、県政全体
の成果の向上を目指すことを目的としています。
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３　職員の給与の状況

(1) 総括

ア　人件費の状況（普通会計決算見込み）

住民基本台帳人口は、各年度の１月１日現在の数値です。

イ　職員給与費の状況（普通会計決算見込み）

１　職員手当には、退職手当を含みません。
２　職員数は、特別職を除いた普通会計職員数であり年度中の増減を平均したものです。

(2) 職員の平均給与月額、初任給等の状況

ア　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（各年度４月１日現在）

１

２
３

イ　職員の初任給の状況（令和８年４月１日現在）

技能職員

労務職員

ウ　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和８年４月１日現在）

(3) 一般行政職の級別職員数等の状況

ア　一般行政職の級別職員数の状況（各年４月１日現在）

１

２

高校卒

（注）

100

（注）

令和５年度 1,795,219 1,224,298,248

人

（注）

　「職員の給与に関する条例」に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。

　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

一般行政職とは、行政職給料表適用者のうち、国における税務職俸給表、福祉職俸給表等適用者に相当する職員を除いたものです。（以下
の項目においても同様）

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計したもので
す。

　「平均給料月額」とは、各年度４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

（注）

0.5

11.9

147 2.4

1.0

10級 2 2 0.0本庁部長 2

3233

計 6,076 6,101 6,068

７級 本庁部次長、本庁課長

９級 本庁部長 32

８級

150

本庁部次長 54 52 58

152

５級 副課長、主任主査 603 593 604

本庁課長、主幹 741 740 723

10.0

６級

４級 主任主査、主査 1,547 1,518 1,474 24.3

３級 主査、副主査 1,322 1,337 1,337 22.0

２級 主事、技師 751 756 746 12.3

人 ％

１級 主事、技師 874 918 945 15.6

区分 標準的な職務内容

職員数 構成比

R6 R7 R8 R8

人 人

公安職
大学卒 323,600円 365,300円 408,300円

高校卒 307,400円 331,000円 369,900円

小･中学校
教育職

大学卒 357,800円 392,100円 420,300円

高校卒 在籍者なし 在籍者なし 在籍者なし

在籍者なし

高等学校
教育職

大学卒 351,100円 393,600円 427,300円

高校卒 在籍者なし 在籍者なし 在籍者なし

298,100円 324,100円

技能労務職
高校卒 在籍者なし 266,300円 269,100円

中学卒 在籍者なし 在籍者なし

区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大学卒 298,400円 342,300円

高校卒

242,000円

公安職
大学卒 276,700円 290,300円

高校卒 239,100円 262,100円

380,600円

278,300円

高校卒 226,000円 241,900円

小･中学校
教育職

大学卒 270,500円 278,700円

高校卒 226,100円

222,100円

264,400円

技能労務職
209,600円 220,700円

202,600円 214,600円

高等学校
教育職

大学卒 270,200円

区分 初任給 ２年後の給料

一般行政職
大学卒 242,500円 249,700円

高校卒 210,600円

450,349 464,701 421,381 433,088 483,598 505,940

円 円

417,000 381,000 392,900 349,000 363,800

平均給与
月額

円 円 円 円

428,622 339,471 329,978417,259

円

円 円

円 円 円

円 円

335,600 345,100 302,100 293,000 402,200

円

45.3 44.9 38.2 38.7

平均給料
月額

円 円 円 円 円

歳 月 歳 月 歳 月 歳 月

42.7 42.7 53.3 51.3 47.0 47.1

歳 月 歳 月 歳 月 歳 月 歳 月 歳 月

R7年度 R8年度

平均年齢

小･中学校教育職 公安職

R7年度 R8年度 R7年度 R8年度 R7年度 R8年度 R7年度 R8年度

6,981

一般行政職 技能労務職 高等学校教育職

令和５年度 25,732 113,947,741 20,944,056 44,747,778 179,639,575

7,348

令和６年度 25,941 116,046,273 21,127,546 47,170,512 184,344,331 7,106

千円 千円 千円 （B） 千円 （B/A）

令和７年度 25,648 118,267,342 21,796,559 48,402,383 188,466,284

区分
職員数

給与費 １人当たり
給与費給料 職員手当 期末手当･勤勉手当 計

人 （A） 千円

7,701,625 234,923,721 19.2

令和６年度 1,771,314 1,152,505,464 7,812,220 252,816,417 21.9

千円 （B） ％（B/A）

令和７年度 1,746,008 1,200,635,304 7,478,479 249,251,684 20.8

区分
住民基本台帳人口

（1月1日）
歳出額 実質収支 人件費 人件費率

千円 （A） 千円
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イ　昇給への人事評価の活用状況（福島県）

(イ).　人事評価を活用している

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

(ロ).　人事評価を活用していない

活用予定時期

(4) 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

 年間4.65月分が２回に分けて支給されます。

イ　退職手当（令和８年４月１日現在）

ウ　地域手当（令和８年４月１日現在）

  県外の特定地域に勤務する職員及び採用が困難な医師に対して支給されます。

茨城県つくば市

宮城県多賀城市 8% 1人 8%

千葉県柏市 8% 1人 8%

千葉県千葉市

1人

13%埼玉県さいたま市

4% 1人

16%

群馬県前橋市 4%

1人

1人

○

（注）

4人

16%

13% 13%

13%

4%

勧奨・定年のうち勧奨について、国では平成25年10月31日をもって
従来の勧奨退職を廃止し、同年11月１日から応募認定退職を導入し
ています。

国

○

定年前早期退職特例措置 ２～20% ３～45％

　　　　　　　最高限度額

○

昇給実績がある区分昇給実績がある区分 昇給可能な区分

47.709月分

（注）

47.709月分

その他の加算措置 福島県

　　　　　　　勤続25年 33.27075月分 33.27075月分

　　　　　　　勤続35年 47.709月分

令和７年４月２日から令和８年４月１日までにおける運用

○

管理職員 一般職員

上記のほか、他の都道府県の警察官であった者が平成23年12月28日（適用日）以後に、
福島県の警察官となった場合の特例措置の対象となる職員に対しては、適用日の前日に
在籍していた支給対象地域に係る支給率等により支給しています。

(注)

愛知県名古屋市 13% 3人 13%

宮城県仙台市 8% 4人 8%

北海道札幌市 4%

東京都特別区 20% 37人 20%

大阪府大阪市 16% 5人 16%

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 687,477円

支給対象地域等 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（令和７年度普通会計決算見込み） 77,685千円

47.709月分

　　　　　　　最高限度額 47.709月分 47.709月分

勧奨・定年　　勤続20年 24.586875月分 24.586875月分

　　　　　　　勤続25年 28.0395月分 28.0395月分

　　　　　　　勤続35年 39.7575月分 39.7575月分

支給率 福島県 国

自己都合　　　勤続20年 19.6695月分 19.6695月分

自己都合（令和７年度） 7,570千円 -

勧奨・定年（令和７年度） 23,399千円 -

管理職加算 15～25% 10～25%

１人当たり平均支給額 福島県 国

加算措置とは、職制上の段階、職務の級等による加算措置です。
支給額に会計年度任用職員は含まれておりません。

加算措置の状況 福島県 国

役職加算 ５～20% ５～20%

（1.425月分）

勤勉手当（令和７年度） 2.125月分 2.125月分

再任用職員 （1.025月分） （1.025月分）

支給割合 福島県 国

期末手当（令和７年度） 2.525月分 2.525月分

再任用職員 （1.425月分）

１人当たり平均支給額 福島県 国

支給額（令和７年度） 1,820千円 -

昇給可能な区分

○

○

石川県金沢市 4%1人4%

16%医師 16% 23人
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エ　特殊勤務手当（令和８年４月１日現在）

 危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に対して支給されます。

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（同上）

29

深夜に行われる犯罪捜査、交通取締り、要保護児童の介助
等の業務に従事した場合

環境衛生検査等作業手当 右記業務に従事した職員
公害防止に関する法令の規定に基づき現地で行う健康被害
のおそれがある検査の作業等に従事した場合

技術者養成指導手当

学校の管理下において行う非常災害時等の緊急業務、宿泊
を伴う引率指導業務等に従事した場合

保健福祉等特殊業務手当
保健福祉事務所等に勤務する職
員

生活保護法、児童福祉法等の保健福祉関係法の規定によ
り、要保護者等に接して行う生活指導、相談、調査等の業
務に従事した場合

県税の賦課又は徴収のため納税者、滞納者等に直接接し、
又はこれらに関係する機関を訪問して行う業務に従事した
場合

死体の検視、解剖立会い等の作業に従事した場合

潜水作業、冬期間における魚類の採卵作業等に従事した場
合

犯罪捜査等手当
警察本部又は警察署に勤務する
職員

防弾装備を着装かつ武器を携帯して行う銃器犯罪捜査、そ
の他の犯罪捜査、被疑者の逮捕の業務等に従事した場合

夜間等特殊業務手当
警察署、児童相談所等に勤務す
る職員

乗船業務手当 右記業務に従事した職員
漁業指導船等に乗り組み、漁業に関する指導、航海実習指
導等の業務に従事した場合

日額350円

日額200円

地方税法の規定に基づく犯則事件の調査、漁業法等の規定
に基づく検査、検挙等の業務に従事した場合

教務、生徒指導等の業務に当たる主任等で困難な業務に従
事した場合

日額1,800円～8,000円
※甚大な非常災害の際、心身に著し
い負担を与えると認められる業務に
従事した場合加算あり（上限16,000
円）

日額1,050円（上限20,000
円）
月額20,000円（専ら従事）

日額460円（消防訓練指導）
給料月額×10/100等（授業
担当）

日額490円
（機関室作業の場合780円）

勤務１回230円～7,700円
（月79,500円上限）

日額340円～960円
月額12,800円（生活保護法の規定に
より行う生活指導等に専ら従事した
場合）

現地において公共用地取得交渉、損失補償交渉の業務に従
事した場合

日額500円～550円

日額310円～1,640円

犯則取締等手当
地方振興局（県税部）、水産事
務所等に勤務する職員

日額240円～1,740円
月額4,000円（専ら従事）

１体1,600円（死体収容、搬送等）
※心身に著しい負担を与えると認め
られる場合加算あり（上限3,200円）
１体3,200円（検視、解剖補助等）

日額290円

日額710円～1,080円
※危険を伴う場合など作業内容に応
じた加算あり（上限2,160円）
（福島第一原発敷地内、帰還困難区
域内等での作業の場合、日額660円～
40,000円）

日額650円（正規の勤務時間
外に行われた場合975円）

１時間当たり1,900円～5,100円
※危険を伴う場合など業務内容に応
じた加算あり

テクノアカデミー等に勤務する
職員

教育職給料表の適用を受けない職員が、職業教育等の専門
的知識を必要とする授業を担当し、又は消防訓練指導等に
従事した場合

支給対象業務の内容

保健福祉事務所、家畜保健衛生
所等に勤務する職員
（特定新型インフルエンザ等に
係る特例）

感染症汚染区域における診療、家畜伝染病汚染区域等にお
ける防疫作業等の作業に従事した場合
（特定新型インフルエンザ等から県民の生命及び健康を保
護するために緊急に行われた措置に係る作業に従事した場
合）

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和７年度） 37.3%

日額240円～610円

日額290円
（患者の身体に接触する等
の場合4,000円、その他の場
合3,000円）

日額240円
（給料の調整額の支給を受けな
い職員の場合1,340円）

日額270円
(潜水作業は310円～1,500円
/時間又は回)

日額250円～4,600円
（爆発物処理作業は１回に
つき5,200円）

支給単価

右記業務に従事した職員

警察本部又は警察署に勤務する
職員等

航空機に搭乗して行う災害発生状況等の調査、捜索救難等
の作業に従事した場合

危険現場作業手当 建設事務所等に勤務する職員

災害応急作業等手当 右記業務に従事した職員
重大な自然災害、事故災害の発生現場等における災害警
備、遭難救助等の作業に従事した場合

航空業務手当

教員特殊業務手当
県立学校又は市町村立学校の教
諭等

用地交渉等手当 建設事務所等に勤務する職員

教育業務連絡指導手当

県税賦課徴収手当
地方振興局（県税部）等に勤務
する職員

感染症防疫等作業手当

爆発物の処理作業、火薬類、高圧ガス等製造施設において
行う災害調査等の作業等に従事した場合

高所、トンネル内、道路上等の危険な現場において行う作
業に従事した場合

手当の名称

152,076円

死体処理手当

支給実績（令和７年度普通会計決算見込み） 1,493,390千円

警察職員又は地方振興局等に勤
務する職員

放射線取扱手当
診療放射線技師又はハイテクプ
ラザに勤務する職員等

エックス線照射装置等による放射線を照射する作業等に従
事した場合

県立学校又は市町村立学校の教
諭又は養護教諭

有害物等取扱手当 試験研究機関等に勤務する職員
有害物又は薬物を使用して行う試験、研究等のうち、著し
く健康を害するおそれがある作業に従事した場合

支給対象職員等

水中作業手当
水産海洋研究センター等に勤務
する職員

爆発物取扱等作業手当

家畜等取扱手当
畜産研究所、家畜保健衛生所、
保健福祉事務所等に勤務する職
員

種雄牛馬豚の精液の採取、家畜保健衛生に関する病性鑑
定、とさつ検査等の作業に従事した場合
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オ　時間外勤務手当

 正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給されます。

カ　その他の手当（令和８年４月１日現在）

職員１人当たり平均支給年額（同上） 696,991円

高等学校に勤務する教諭等
本務としての業務以外に行う高等学校の夜間の課程
の授業等に従事した場合

支給実績（令和６年度普通会計決算） 5,450,470千円

１時間 1,200円

日額340円～560円

定時制通信
教育手当

県立高等学校において定時制の課程又は通信教育に従事す
る教育職員に支給
（支給額）
月額8,000円～24,000円

30,157千円 213,879円

特地勤務手
当等

山間地その他生活の著しく不便な地に所在する公署に勤務
している職員に支給
（支給額）
給料及び扶養手当の月額の合計額に支給地域ごとに定める
割合を乗じた額

同じ - 300,737千円 447,525円

通勤手当

管理職手当
（給料の特別
調整額）

管理又は監督の地位にある職員の職のうち規則で指定する
職にある職員に支給
（支給額）
職務の級及び職の区分に応じた額（定額）

一部異なる
一般行政職の場合、４級
５種45,400円～10級１種
139,300円を支給

1,822,103千円 700,539円

単身赴任手
当

異動等に伴い転居し、やむを得ない事情により配偶者と別
居し、単身で生活する職員に支給
（支給額）
基本額30,000円
距離に応じた加算額8,000円～70,000円

一部異なる
加算額の交通距離区分に
ついて、300㎞までを交通
距離50㎞ごとに区分

352,485千円 448,454円

初任給調整
手当

医療職給料表(一)の適用を受ける職員等で採用困難と認め
られる職等に一定期間支給
（支給額）
勤務地及び支給年次に応じた額等

一部異なる
人材確保等のため医師に
対して当分の間50,000円
を加算した額を支給

支給実績
(令和７年度普通会計決算

見込み)

通勤のため、交通機関等を利用してその運賃等を負担し、
又は自動車等交通用具を使用することを常例とする職員等
に支給
（支給額）
交通機関利用：６箇月定期券等の価額による一定額
交通用具使用：通勤距離に応じた額(上限77,000円)
駐車場等に係る通勤手当：駐車場等の料金に相当する額
（上限5,000円）

一部異なる
交通用具使用者上限
77,000円まで対象

3,470,063千円 164,590円

国の制度との
異同

国の制度と
異なる内容

内容及び支給単価
支給職員１人当たり

平均支給年額
(同左)

76,080千円 1,207,619円

306,930円

2,353,220千円 247,968円

日額350円～1,100円
月額7,500円（専ら従事）

警察本部又は警察署に勤務する
職員

警ら、治安警備又は雑踏警備に係る警備実施の業務
に従事した場合

総合療育センター等に勤務する
医師等

専ら診療に従事した場合等

同じ -

支給単価

住居手当

職員１人当たり平均支給年額（同上） 780,445円

借家等に居住している職員(月額9,500円を超える家賃を支
払っている者に限る。）
（支給額）
借家等：上限28,000円

一部異なる
支払家賃9,500円以上を対
象

2,307,809千円

扶養親族のある職員に支給
（支給額）
行政職給料表7級以下相当
　子13,000円、
　子以外の扶養親族6,500円
行政職給料表8級相当
　子13,000円、子以外の扶養親族3,500円
行政職給料表9級以上相当
　子13,000円

日額310円
（現場での作業の場合560
円）

日額640円～1,150円

病院等特殊業務手当

日額250円～840円
（夜間の場合840円～1,260
円）

交通取締等手当

日額410円
月額20,000円～133,000円（専
ら従事）

警察本部又は警察署に勤務する
職員

天皇、皇族等の身辺警護又は核燃料物質等の輸送警備の業
務に従事した場合

護衛等手当

手当名

野犬捕獲作業手当
保健福祉事務所等に勤務する職
員

野犬、こう傷犬等の捕獲又は抑留の作業等に従事し
た場合

扶養手当

警察本部又は警察署に勤務する
職員

道路上において行う道路交通法等違反者の取締り等の業務
に従事した場合

鑑識作業手当
警察本部又は警察署に勤務する
職員

犯罪鑑識の作業並びに理化学、法医学又は銃器弾薬類の知
識を利用して行う鑑定の作業に従事した場合

兼任授業担当手当

支給実績（令和７年度普通会計決算見込み） 6,128,836千円

警ら手当

手当の名称 支給対象職員等 支給対象業務の内容

日額 1,100円
（給料表の２級以上）
日額 800円（給料表の１級）

夜間学級担当手当
中学校又は義務教育学校に勤務
する教育職員

本務として夜間の授業を行う学級に関する業務に従
事した場合
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(5) 特別職の報酬等の状況（令和８年４月１日現在） 

（令和７年度支給割合）

　　　　　副知事 927,000円

議員報酬　議長

　　　　　議長

知事・副知事の給料月額は、「知事等の給与の特例に関する条例」に基づき、それぞれ15％、10％減額された後
の額です。

（注）

退職手当　知事 算定方式：給料月額×在職月数×支給率(53.6/100)

支給時期：原則として任期毎。本人から申出があった場合には、通算も可能。

　　　　　副知事 算定方式：給料月額×在職月数×支給率(45.4/100)

支給時期：原則として任期毎。本人から申出があった場合には、通算も可能。

　　　　　副議長 3.50月分

　　　　　議員

　　　　　議員 830,000円

期末手当　知事 （令和７年度支給割合）

　　　　　副知事 3.50月分

1,010,000円

　　　　　副議長 900,000円

同じ -夜勤手当

週休日等：4,000円～12,000円
（６時間超える場合は150/100
を乗じた額）
平日深夜：2,000円～6,000円

寒冷地手当

基準日(毎年11月から翌年３月までの各月の初日)におい
て、支給対象地域に在勤する職員に支給
（支給額）
基準日における地域の区分及び職員の世帯等の区分に応じ
た定額

同じ 67,767円- 374,617千円

45,806千円
管理職員特
別勤務手当

管理職員が臨時又は緊急の必要等により週休日等又は平日
深夜（午後1０時～午前５時）に勤務した場合に支給
（支給額）
勤務１回につき定額（管理職手当の支給区分に応じて定め
る額）

宿日直手当

宿直又は日直勤務に従事した場合に支給
（支給額）
勤務１回につき一般職員の場合5,600円、医師が入院患者
の病状等の急変等に対処する場合22,500円等

一部異なる 一般職員の手当額5,600円

167,945円

休日給

祝祭日及び年末年始等の休日において、正規の勤務時間中
に勤務することを命じられた職員に支給
（支給額）
勤務した全時間に対し、勤務１時間当たりの給与額の
135/100の割合を乗じた額

同じ - 782,168千円 420,294円

426,246千円

正規の勤務時間として深夜に勤務した職員に支給
（支給額）
勤務した全時間に対し、勤務１時間当たりの給与額の
25/100の額

一部異なる 347,015円

66,398千円 199,993円

68,379円

農林漁業普
及指導手当

農業、林業又は水産業に関する普及指導員の職務に従事す
る職員に支給
（支給額）
給料月額の8/100の額

56,770千円 346,158円

義務教育等
教員特別手
当

義務教育諸学校、高等学校又は市町村立学校に勤務する教
育職員に支給
（支給額）
8,600円以内で職務の級及び号給に応じた額

957,923千円

産業教育手
当

県立高等学校において産業教育に従事する教育職員に支給
（支給額）
月額11,000円～23,000円

136,762千円 271,892円

支給実績
(令和７年度普通会計決算

見込み)

給料　　　知事 1,122,000円

区分

国の制度と異なる内
容

給料月額等

手当名 内容及び支給単価
国の制度との

異同

支給職員１人当たり
平均支給年額

(同左)
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(6) 会計年度任用職員の給料等の状況

ア　会計年度任用職員の職員給与費の状況（普通会計決算見込み）

　職員手当には、退職手当を含みません。

イ 会計年度任用職員の給料月額等（令和８年４月１日現在） 

ウ 会計年度任用職員の手当の状況

（ア）　期末手当・勤勉手当

 年間4.65月分が２回に分けて支給されます。

（イ）　退職手当（令和８年４月１日現在）

(7) 公営企業職員の状況

ア　工業用水道事業（企業局）

(ア)　職員給与費の状況（令和７年度は決算見込み、令和５～６年度は決算額）

１　職員手当には、退職給与金を含みません。
２　職員数は、年度中の職員数の増減を平均したものです。

(イ)　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況

平均月収額には、期末手当・勤勉手当等を含みます。

(ウ)　職員の手当の状況

ａ　期末手当・勤勉手当

加算措置とは、職制上の段階、職務の級等による加算措置です。

（1.425月分）

2.125月分

支給率

2.525月分 

１人当たり平均支給額

308千円

             とする。

令和７年度

（注）

管理職加算 15～25% 15～25%
（注）

加算措置の状況 工業用水道事業 普通会計

役職加算 5～20% 5～20%

勤勉手当（令和７年度） 2.125月分

再任用職員 (1.025月分) （1.025月分）

期末手当（令和７年度） 2.525月分

再任用職員 (1.425月分)

2.525月分

支給額（令和７年度） 1,850千円 1,820千円

支給割合 工業用水道事業 普通会計

1人当たり平均支給額 工業用水道事業 普通会計

（注）

令和５年度 46.6 378,239 580,917

令和７年度 45.9 363,646 589,583

令和６年度 47.9 358,776 600,652

平均年齢 基本給 平均月収額

歳 月 円 円

令和６年度 33 146,395 27,086 64,377

6,971令和５年度 33

233,479

153,182 18,619 58,236 230,037

7,075

令和５年度 2,555,567 85,465 275,083

237,858 7,208

千円 千円 千円 （B） 千円 （B/A）

１人当たり
給与費給料 職員手当 期末手当･勤勉手当 計

千円

11.0

令和６年度

33 144,004 28,418 61,057

区分
職員数

給与費

人 （A）

2,654,050 100,540 284,611 10.7

区分
総費用

純損益又は
実質収入

職員給与費

　　　　  (1)時間額の報酬を受ける職員の報酬の額は、最低賃金の額とする。

          (2)日額の報酬を受ける職員の報酬の額は、最低賃金の額に当該職員について定められた1日当たり

 　　 ３　　会計年度任用労務職員及び会計年度チャレンジ任用職員に係る基準額に基づき算定

　　　　　した報酬の額が、福島県最低賃金の額を下回ることとなる職員の報酬の額は、下記のとおりとする。

令和７年度 198 415,752

区分

（注）

578,172

給料月額等

期末手当 計

人 （A） 千円 千円 千円

職員手当

　会計年度任用労務職員 技能労務職給料表１級１号給の給料月額

　会計年度任用事務職員 行政職給料表１級９号給の給料月額

　会計年度任用技能職員 技能労務職給料表１級５号給の給料月額

区分
職員数

給与費

　会計年度チャレンジ任用職員 技能労務職給料表１級１号給の給料月額

 　　 ２　　同種の職務に在職した年数等の経験年数を有する会計年度任用事務職員について

１人当たり
給与費

2,92050,214

給料

期末手当令和７年度

勤勉手当 2.125月分 259千円

　　　　　　 の勤務時間を乗じて得た額とする。(1円未満切り上げ)

　　　　  (3)月額の報酬を受ける職員の報酬の額は、最低賃金の額に１６２．７５を乗じて得た額に当該職員

　　　　　　 について定められた1週間当たりの勤務時間を３８．７５で除して得た数を乗じて得た額 (1円未

             満切り上げ)と最低賃金を下回らないこととなる月額の報酬の額を比較して、いずれか多い方の額

令和７年度 自己都合 0.5022月分 88千円

149,611 282,727

10.8

千円 （B）

　　　　　あるときはこれを切り捨てた数）を加えて得た数を号数とする号給とすることがで

 　　　　 きる。（ただし、その号給は19号給を超えることはできない。）

千円

令和７年度 2,576,740

支給率

％ (B/A)

人件費率

千円 （A）

　　 　　 は、基準額に定める号給に、当該経験年数の月数を12で除した数（１未満の端数が

（注）１　　この表中「行政職給料表」とは職員の給与に関する条例第３条第１項第１号の行

　　　　　政職給料表を、「技能労務職給料表」とは技能労務職員の給与及び勤務時間等に関

　　　　　する規則第３条の給料表をいう。

１人当たり平均支給額

任期満了 0.8370月分 271千円

112,206

千円 （B/A）千円 （B）
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ｂ　退職手当（令和８年４月１日現在）

ｃ　地域手当（令和８年４月１日現在）

令和７年度における支給対象者はいません。

ｄ　特殊勤務手当（令和８年４月１日現在）

ｅ　時間外勤務手当

ｆ　その他の手当（令和８年４月１日現在）

支給実績のある手当のみ記載しています。

イ　地域開発事業（企業局） ※ 令和６年度で事業終了

(ア)　職員給与費の状況

１　職員手当には、退職給与金を含みません。
２　職員数は、年度中の職員数の増減を平均したものです。

2～20％

（注）

3,650 396

令和５年度

1,593

令和５年度 1 2,973 4,321

令和６年度 1

252 1,096 4,321

5,639

千円 （B/A）

令和７年度

5,639

1人当たり
給与費給料 職員手当 期末手当･勤勉手当 計

人 （A） 千円 千円 千円 千円 （B）

10,208 1,319,927 5,024 49.2

区分
職員数

給与費

令和７年度

令和６年度 11,443 708,567 6,783 59.3

区分
総費用

純損益又は
実質収入

職員給与費 人件費率

千円 （A） 千円 千円 （B） ％ (B/A)

管理職員特別勤務手当 知事部局に同じ
（注）

11千円

4,164千円 160,154円

夜勤手当 知事部局に同じ 0千円 0円

知事部局に同じ

1,272千円

219,375円

住居手当 知事部局に同じ 3,642千円 303,500円

3,510千円扶養手当 知事部局に同じ

手当名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の制度と
異なる内容

支給実績
(令和７年度決算見込み)

支給職員１人当たり
平均支給年額

(同左)

職員１人当たり平均支給年額（同上） 310,680円

支給実績（令和６年度決算） 5,102千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 221,826円

用地交渉等手当 出先機関職員
現場において事業に必要な土地の取得等に係る交渉
等に従事した場合

日額650円
正規の勤務時間外
50/100加算

支給実績（令和７年度決算見込み） 7,767千円

危険現場作業手当 出先機関職員
高所、トンネル内、道路上等の危険な現場において
行う作業に従事した場合

日額240円～450円

災害応急作業等手当 出先機関職員
重大な災害が発生した箇所において行う巡回監視、
応急作業等に従事した場合

日額480円～730円

2,692円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和７年度） 39.0％

手当の種類（手当数） 4

手当の名称 支給対象職員等 支給対象事業の内容

支給職員１人当たり平均支給年額（同上）

定年前早期退職特別措置 2～20％

支給実績（令和７年度決算見込み） 0千円

支給職員１人当たり平均支給額（同上） 0円

47.709月分

その他の加算措置 工業用水道事業 普通会計

　　　　　　　勤続25年 33.27075月分

　　　　　　　勤続35年 47.709月分

　　　　　　　最高限度額 47.709月分

勧奨・定年　　勤続20年 24.586875月分

　　　　　　　勤続25年 28.0395月分

　　　　　　　勤続35年 39.7575月分

支給率 工業用水道事業 普通会計

自己都合　　　勤続20年 19.6695月分

自己都合（令和７年度） 0千円 7,570千円

勧奨・定年（令和７年度） 0千円 23,399千円

1人当たり平均支給額 工業用水道事業 普通会計

（注）

東日本大震災に対処するための作業に従事した場合

424,000円

休日給 知事部局に同じ 0千円

単身赴任手当 知事部局に同じ

通勤手当

3,667円

0円

日額660円～40,000円

支給単価

19.6695月分

28.0395月分

39.7575月分

47.7090月分

支給実績（令和７年度決算見込み） 35千円

管理職手当 890,778円知事部局に同じ

47.709月分

8,017千円

東日本大震災に係る災害応
急作業等手当

本局職員、出先機関職員

　　　　　　　最高限度額

24.586875月分

33.27075月分

47.709月分
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(イ)　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況

平均月収額には、期末手当・勤勉手当等を含みます。

ウ　病院事業（病院局）

(ア)　職員給与費の状況（令和７年度は決算見込み、令和５～６年度は決算額）

１　職員手当には、退職給与金を含みません。
２　職員数は、年度中の職員数の増減を平均したものです。

(イ)　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況

平均月収額には、期末手当・勤勉手当等を含みます。

(ウ)　職員の手当の状況

ａ　期末手当・勤勉手当

加算措置とは、職制上の段階、職務の級等による加算措置です。

ｂ　退職手当（令和８年４月１日現在）

ｃ　地域手当（令和８年４月１日現在）

（注）

（注）

支給対象地域等 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

医師・歯科医師 16％ 33人 0％

定年前早期退職特別措置 2～20％ 2～20％

支給実績（令和７年度決算見込み） 29,869千円

支給職員１人当たり平均支給額（同上） 1,066,736円

　　　　　　　最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 病院事業 普通会計

　　　　　　　勤続25年 33.27075月分 33.27075月分

　　　　　　　勤続35年 47.709月分 47.709月分

　　　　　　　最高限度額 47.709月分 47.7090月分

勧奨・定年　　勤続20年 24.586875月分 24.586875月分

　　　　　　　勤続25年 28.0395月分 28.0395月分

　　　　　　　勤続35年 39.7575月分 39.7575月分

支給率 病院事業 普通会計

自己都合　　　勤続20年 19.6695月分 19.6695月分

自己都合（令和７年度） 6,053千円 7,570千円

勧奨・定年（令和７年度） 0千円 23,399千円

管理職加算 15～25％ 15～25%

1人当たり平均支給額 病院事業 普通会計

（注）

加算措置の状況 病院事業 普通会計

役職加算 5～20％ 5～20%

勤勉手当（令和７年度） 2.125月分 2.125月分

再任用職員 (1.025月分) （1.025月分）

期末手当（令和７年度） 2.525月分 2.525月分

再任用職員 (1.425月分) （1.425月分）

支給額（令和７年度） 1,821千円 1,820千円

支給割合 病院事業 普通会計

1人当たり平均支給額 病院事業 普通会計

事務職

令和７年度 39.7 344,421 566,256

令和６年度 40.2 330,843 563,711

令和５年度 40.2 320,778 571,488

362,272 611,931

令和５年度 42.4 380,588 633,650

43.3 566,428 1,532,819

看護師

令和７年度 43.3 374,292 630,028

令和６年度 43.2

医師

令和７年度 43.0 629,240 1,694,964

令和６年度 43.1 598,067 1,613,899

令和５年度

区分
平均年齢 基本給 平均月収額

歳 月 円 円

8,122

令和５年度 406 1,727,679 764,934 707,964 3,200,577 7,883

令和６年度 417 1,813,137 812,212 761,665 3,387,014

千円 （B/A）

令和７年度 416 1,782,043 799,546 766,033 3,347,622 8,047

１人当たり
給与費給料 職員手当 期末手当･勤勉手当 計

人 （A） 千円 千円 千円 千円 （B）

令和５年度 8,295,843 △ 21,567 4,029,809 48.6

区分
職員数

給与費

令和７年度 8,912,049 △ 353,343 4,654,894 52.2

令和６年度 8,596,412 871,799 4,431,935 51.6

区分
総費用

純損益又は
実質収入

職員給与費 人件費率

千円 （A） 千円 千円 （B） ％ (B/A)

令和５年度 31.0 247,750 360,083
（注）

令和６年度 37.0 304,167 469,917

令和７年度

平均年齢 基本給 平均月収額

歳 月 円 円
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ｄ　特殊勤務手当（令和８年４月１日現在）

ｅ　時間外勤務手当

時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

ｆ　その他の手当（令和８年４月１日現在）

支給実績のある手当のみ記載しています。

夜勤手当

管理職手当

住居手当

（注）

手当の種類（手当数）

知事部局に同じ

休日給 知事部局に同じ

120,071千円 4,288,250円

寒冷地手当 知事部局に同じ 12,674千円 75,440円

初任給調整手当

67,220千円 336,100円

知事部局に同じ 40,479千円 184,836円

宿日直手当 知事部局に同じ 23,880千円 1,256,842円

特地勤務手当 知事部局に同じ 2,887千円 70,415円

知事部局に同じ 22,735千円 842,037円

単身赴任手当 知事部局に同じ 4,504千円 500,444円

通勤手当 知事部局に同じ 94,419千円 281,848円

知事部局に同じ 29,919千円 314,937円

支給職員１人当たり
平均支給年額

(同左)

扶養手当 知事部局に同じ 49,219千円 292,970円

手当名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の制度と
異なる内容

支給実績
(令和７年度決算見込み)

（注）

職員１人当たり平均支給年額（同上） 511,125円

支給実績（令和６年度決算） 214,323千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 458,936円

災害応急作業等手当 病院事業職員

①異常な自然現象により重大な災害が発生し、もしくは発
生するおそれがある場合において、定められた業務に従事
した場合
②東日本大震災に対処するため一定の区域内で行われる作
業に従事した場合

①日額710円～2,160円
②日額660円～40,000円

支給実績（令和７年度決算見込み） 233,584千円

手当の名称 支給対象職員等

病院等特殊業務手当 県立病院に勤務する職員
病院医療職給料表(一)の適用を受ける職員が専ら患
者の診療に従事した場合

月額61,000円～160,000
円等

支給対象事業の内容 支給単価

保健福祉等特殊業務手当 県立病院に勤務する職員
精神保健及び精神障害福祉に関する法律の規定により、精
神障がい者に直接接して行う診察立会又は移送業務に従事
した場合

日額340円

夜間等特殊業務手当 県立病院に勤務する職員 深夜に行われる看護の業務に従事した場合 １回1,240円～7,300円

放射線取扱手当 診療放射線技師等
エックス線その他放射線を人体に照射する作業等に
従事した場合

日額240円等

特殊環境内作業手当
勤務環境が劣悪な作業場における業務
に従事するボイラー技士等

高温多湿、騒音、悪臭等により勤務環境が劣悪な作業場等
において、一定時間以上の作業に従事した場合

日額250円～290円

感染症防疫等作業手当 県立病院に勤務する医師、看護職員等
感染症病棟又は病室内において患者の診療、看護等
業務に従事した場合

日額290円

有害物等取扱手当 県立病院に勤務する職員
著しく健康を害するおそれがある有害薬物調剤業務
等に従事した場合

日額290円～390円

航空業務手当 右記業務に従事した医師又は看護師 航空機に搭乗して行う患者搬送等に従事した場合 １時間1,900円

死体処理手当 右記業務に従事した医師又は看護師 死体処理作業又は解剖補助作業に従事した場合 日額1,100円等

10

手当の名称 支給対象職員等 支給対象事業の内容 支給単価

支給実績（令和７年度決算見込み） 129,055千円

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 321,833円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和７年度） 87.75％
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
(1) 職員の勤務時間の状況（令和８年４月１日現在） 

一般的な職員の勤務時間は、休憩時間を除き、１日について７時間４５分（午前８時３０分～午後５時１５分）、１週間に

ついて３８時間４５分です。 
また、交替制勤務職員など、勤務の特殊性によりこの勤務時間により難い職員の勤務時間は、別に定めています。 

 
(2) 職員の年次有給休暇の使用状況 

年次有給休暇は、１年ごとに２０日（中途採用者は別に人事委員会規則で定める日数）付与されており、２０日を超えない

範囲内の残日数は、翌年に繰り越すことができることになっています。 
令和７年の１人当たりの平均使用日数（対象：知事部局職員（非現業の一般職員））は、次のとおりです。 

１人当たり平均使用日数 

  12.9日 

 

(3) 病気休暇及び特別休暇の状況 
病気休暇は職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ない場合に認められる有給休暇です。 
特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場

合として人事委員会規則で定められている有給休暇です。 
令和８年４月１日現在、同委員会規則で定められている特別休暇は、次のとおりです。 

種  類 付与日数 

１ 産前産後休暇 産前８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内、産後

８週間以内 

２ 配偶者の出産休暇 ３日以内 

３ 育児参加休暇 ５日以内 

４ 妊娠障害休暇 １４日以内 

５ 妊産婦検診休暇 必要と認められる期間 

６ 通勤緩和休暇 １日１時間以内 

７ 育児休暇 １日２回各４５分以内 

８ 子育て・家族看護休暇 ７日以内（養育する子２人以上の場合１０日以内） 

９ 短期介護休暇 ５日以内（要介護者２人以上の場合１０日以内） 

10 生理休暇（11号休暇） その都度２日以内 

11 忌引休暇 配偶者の場合１０日以内 ほか 

12 結婚休暇 ７日以内 

13 不妊治療休暇（出生サポート休暇） ５日以内（体外受精等の場合１０日以内） 

14 配偶者、父母及び子の祭日の休暇 その都度１日 

15 夏季休暇 ５日以内 

16 ボランティア休暇 ５日以内 

17 骨髄移植若しくは末梢血幹細胞移植に係る登録又は骨髄若し

くは末梢血幹細胞の提供の休暇 

必要と認められる期間 

18 リフレッシュ休暇 勤続２０年に達する場合２日以内 

永年勤続表彰を受けた場合３日以内 

19 選挙権等の権利行使のための休暇 必要と認められる期間 

20 裁判員、証人等として官公署へ出頭するための休暇 必要と認められる期間 

21 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の

規定による交通の制限又は遮断を事由とする休暇 

必要と認められる期間 
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22 地震、水害、火災その他の災害による交通の遮断を事由とする

休暇 

必要と認められる期間 

23 地震、水害、火災その他の災害による職員の住居の滅失等を事

由とする休暇 

１週間の範囲内で必要と認められる期間 

24 交通機関の事故等を事由とする休暇 必要と認められる期間 

25 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等による職

員の退勤途上における身体の危険の回避を事由とする休暇 

必要と認められる期間 

 

 
 (4) 介護休暇及び介護時間の取得状況 

介護休暇は、職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある者の介

護をするため、勤務しないことが相当である場合に合計６か月の期間内で、最大３回まで分けて認められる休暇です。 
介護時間は、職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある者の介

護をするため、勤務しないことが相当である場合に連続する３年の期間内で、１日につき２時間の範囲内で勤務しないこ

とができます。 
なお、介護休暇及び介護時間を取得し勤務しない時間は無給となっています。 

令和７年度の取得状況は、次のとおりです。 

                       （単位：人） 

 介護休暇取得者数 介護時間取得者数 

男性職員 11 3 

女性職員 21 6 

計 32 9 

 
(5) 子育て部分休暇 

子育て部分休暇は、小学校１年生から小学校３年生までの子（障がいのある子については満１８歳までの子）を養育する場

合に、１日の勤務時間の全部または一部を勤務しないことができます。取得時間は、１日の勤務時間を通じて２時間を超えな

い範囲(３０分単位)または１年で１０日相当（原則１時間単位）のいずれかを選択可能です。 

なお、子育て部分休暇を取得し勤務しない時間は無給となっています。（令和８年４月から施行） 
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５ 職員の休業に関する状況 
 (1) 育児休業等の利用状況 

育児休業は、職員が３歳に満たない子を養育するため、当該子が３歳に達する日まで取得することができるものです。 
部分休業は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間を通じて２時間を超えない範囲(３０分単

位)または１年で１０日相当（原則１時間単位）のいずれかを選択（※）して取得できることとしています。 
育児短時間勤務は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、当該子がその始期に達するまで、常時勤務を要す

る職を占めたまま、一定の勤務形態により、職員が希望する日及び時間帯において勤務することができるものです。 
なお、育児休業の場合は休業中、部分休業の場合は勤務しない時間が無給となり、育児短時間勤務の場合は、給料月額や職

務関連の手当については、１週間の勤務時間に応じた額が支給されます。 
令和７年度の取得状況は、次のとおりです。 

（単位：人） 

 育児休業 
取得者数 

育児短時間 
勤務取得者数 

部分休業 
取得者数 
（４月から

９月） 

令和７年度中

に新たに育児

休業が取得可

能となった職

員数 

男
性
職
員 

取得者実数 
（a+b+c) 

372 3 23 454 

うち新規取得 
(a) 

347 3 23  

うち再度取得 
（b+c） 

条例で定める特別の事情による再度の

取得(b) 
0 0  

再び育児休業を取得(c) 
((b)を除く。） 

25   

女
性
職
員 

取得者実数 
（a+b+c) 

379 20 128 376 

うち新規取得 
(a) 

376 17 128  

うち再度取得 
（b+c） 

条例で定める特別の事情による再度の

取得(b) 
0 3  

再び育児休業を取得(c) 
((b)を除く。） 

3   

計 

取得者実数 
（a+b+c) 

751 23 151 830 

うち新規取得 
(a) 723 20 151  

うち再度取得 
(b+c) 

条例で定める特別の事情による再度の

取得(c) 
0 3  

再び育児休業を取得(c) 
((b)を除く。） 

28   

 
 
第１号及び第２号部分休業の申請状況（１０月から３月） 

 第１号部分休業 

（１日の勤務時間を通じて

２時間を超えない範囲） 

第２号部分休業 

（１年で１０日相当） 計 

男性職員 24 0 24 

女性職員 132 0 132 

計 156 0 156 

 
※ 令和７年度については、９月までは小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間の始め又は終わりに１日

２時間を超えない範囲（３０分単位）で取得できることとしていました。 
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(2) 自己啓発等休業の利用状況 
自己啓発等休業は、職員が大学等課程の履修や国際貢献活動に参加する場合において、公務の運営に支障がなく、かつ、公務

に関する能力の向上に資すると認められるときに、大学等課程の履修のための休業については２年、国際貢献活動のための休業につ

いては３年を超えない範囲で取得できるものです。 
なお、休業中の給料月額や職務関連の手当については、支給されません。また、当該休業の全期間又は２分の１に相当する

期間は、退職手当の計算に係る在職期間から除算されます。 
令和７年度の取得状況は、次のとおりです。 

                                              （単位：人） 
令和７年度の取得者数 令和７年度中に新たに取得した職員 

 取得者数 
教育施設 奉仕活動 

大学院 大学 外国の大学

院・大学  
その他 JICA 等 姉妹都市 

等    
その他 

男性職員 
0 

0 0 0 0 0 0 0 
0 

女性職員 
0 

0 0 0 0 0 0 0 
0 

計 
0 

0 0 0 0 0 0 0 
0 

（注）「取得者数」の欄の上段は、令和７年度中に新たに取得した者、下段は令和７年度以前から令和８年度に 
かけて引き続いている者の数です。 

                           （単位：人） 
 

取得者数 
承認期間 

１年以下 
１年超え 
２年以下 

２年超え 
３年以下 

男性職員 0 0 0 0 

女性職員 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 

（注）令和７年度中に新たに取得した者の数です。 

 
(3) 配偶者同行休業の利用状況 

配偶者同行休業は、職員の配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にある者も含む。）が外国での勤務、事業経営、大学にお

ける修学等のため、外国に住所を定めて６月以上滞在し、職員が当該配偶者と生活を共にする場合において、公務の運営に支

障がないと認められるときに、３年を超えない範囲で取得できるものです。 
なお、休業中の給料月額や職務関連の手当については、支給されません。また、当該休業の期間は、退職手当の計算に係る

在職期間から除算されます。 
令和７年度の取得状況は、次のとおりです。 

（単位：人） 
令和７年度の取得者数 令和７年度中に新たに取得した職員 

 
取得者数 

配偶者が外国に滞在する理由 
外国での勤務 事業経営その他個人

が業として行う活動 
外国の大学における

修学 
その他 

男性職員 
0 

0 0 0 0 
0 

女性職員 
0 

0 0 0 0 
0 

計 
0 

0 0 0 0 
0 

（注）「取得者数」の欄の上段は、令和７年度中に新たに取得した者、下段は令和７年度以前から令和８年度にかけて引き

続いている者の数です。 
                           （単位：人） 
 

取得者数 
承認期間 

１年以下 １年超え 
２年以下 

２年超え 
３年以下 

男性職員 0 0 0 0 

女性職員 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 

（注）令和７年度中に新たに取得した者の数です。 
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６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 
(1) 分限処分の状況 

分限制度は、職員が恣意的にその職を奪われることのないよう身分を保障することにより、公務の中立性及び安定性を確保

し、公務能率の維持及びその適正な運営を図る趣旨から整備されています。 
分限処分は、法又は条例に定める事由に該当する場合に限り、任命権者が職員の意に反して、その身分に不利益な変動をも

たらす免職等の処分のことをいいます。 
令和７年度の分限処分の状況は、次のとおりです。 

                                  （単位：人） 

区     分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 
（法第２８条第１項第１号） 

0 0   0 

心身の故障の場合 
（法第２８条第１項第２号、第２項第１号） 

0 0 387  387 

職に必要な適格性を欠く場合 
（法第２８条第１項第３号） 

0 0   0 

職制等の改廃等により過員等を生じた場合 
（法第２８条第１項第４号） 

0 0   0 

刑事事件に関し起訴された場合 
（法第２８条第２項第２号） 

  3  3 

条例に定める事由による場合 
（法第２７条第２項） 

  0 0 0 

合  計 0 0 390 0 390 

法第２８条第４項により失職した者 0 

（注）１ 対象職員は、一般職に属する全ての職員です。 
２ 分限処分者数 

(1) 条件付採用期間中の職員及び臨時的任用職員のうち、分限処分に準ずる措置が

行われたものは、便宜上分限処分に付された者としています。 
(2) 令和７年度中に休職期間が更新された者を新たに休職処分に付された者とみな

しています。 

(3) 失職制度は広義の分限として位置付けられるものであるため、法第 16条の欠格

条項に該当した者を分限処分に付された者とみなしています。 
(4) 休職処分者数は、処分件数に着目して計上したものであり、延べ人数です。 
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(2) 懲戒処分の状況 
懲戒制度は、職員の一定の義務違反に対して、道義的責任を追及することにより、地方公共団体における規律と公務遂行の

秩序の維持を図る趣旨から整備されています。 
懲戒処分は、法に定める事由に該当する場合に、職員の非違の責任を明らかにして科される制裁として、任命権者が職員の

身分に不利益な変動をもたらす免職等の処分のことをいいます。 
令和７年度の懲戒処分の状況は、次のとおりです。 

 
ア 懲戒処分者数 
                                    （単位：人） 

区    分 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令違反 
（法第 29条第１項第１号） 

1 4 3 5 13 

職務上の義務違反又は怠慢 
（法第 29条第１項第２号） 

3 1 0 0 4 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行 
（法第 29条第１項第３号） 

1 1 2 1 5 

合   計 5 6 5 6 22 

 
イ 行為別懲戒処分者数内訳 
                                    （単位：人） 

区    分 戒告 減給 停職 免職 合計 

給与・任用に関する不正 
（諸給与の不正領得等） 

0 0 0 0 0 

一般服務違反関係 
（職務命令違反、信用失墜行為等） 

3 2 1 2 8 

公務外非行関係 
（傷害・暴行の刑法違反等） 

0 0 3 2 5 

収賄等関係 0 0 0 1 1 

交通事故・交通法規違反 1 3 1 1 6 

監督責任 1 1 0 0 2 

合   計 5 6 5 6 22 
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７ 職員の服務の状況 
職員の服務については、法第 30 条に服務の根本基準が定められているほか、法令等及び上司の命令に従う義務、信用失墜行

為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限などの義務や

制限が課されています。 
これらの服務規律を保持するため、懲戒制度の適切な運用に努めているほか、日頃から職員に対して注意を喚起し、その徹底

を図っています。 

 
(1) 令和７年度の服務規律の遵守に関する主な取組状況 

任命権者 取   組   内   容 周知方法等 

知 事 １ 職員の服務規律の厳正な保持について、定期的（夏期、年末及

び年度末）に周知したほか、選挙の実施や職員が不祥事を起こし

た際など、必要に応じて随時、職員に周知等を図った。 

 

２ 具体的事例を用いた各所属における研修と個別面談、さらに専

門家を講師とする研修、法令遵守や不祥事根絶の項目を加えたチ

ェックシートを用いた自己点検（四半期ごと）を実施することに

よって、全職員に対し法令遵守意識と危機感の浸透を図った。 

 

３ 各所属に「コンプライアンス委員会」を設置し、職員の法令遵

守等の意識高揚に努めるとともに、５月と１０月を「コンプライ

アンス推進月間」とし、各所属において重点的取組を行っている。 

 

４ 福島県職員倫理条例及び福島県知事部局職員倫理規則に基づ

き、各所属に対して四半期ごとの報告（贈与等の有無及び飲食・

ゴルフの届出状況）を義務付けている。 
 
５ 「不祥事防止啓発リーフレット」、「福島県職員コンプライア

ンス必携（携帯版）」、「利害関係者との禁止行為周知リーフレ

ット」の活用について職員に周知等を図った。 
 ※「福島県職員コンプライアンス必携（携帯版）」は常時携帯 
 
６ 不祥事の再発防止策として以下の取組を実施。 

・所属内研修におけるグループワーク 
・風通しの良い職場環境づくり（職員アンケートの実施） 
・庁内の優良事例の水平展開 
・不祥事対策の継続的な検証と見直し 
・コンプライアンスの徹底に関する通知の発出 
・懲戒処分事案の公表・情報共有 

  ・外部講師による管理職のコミュニケーションスキル向上等 
研修 

  ・職員研修 
  ・職員相談窓口の周知 

文書による通知、各所属におけるコンプ

ライアンス研修会及び個別研修の開催、管

理職員による個別面談及び集合研修等 

病院事業 
管理者 

１ 職員の服務規律の厳正な保持について、選挙の実施や職員が不

祥事を起こした際など、必要に応じて随時、周知等を図った。 
 

２ 福島県職員倫理条例に基づき、各所属に対して四半期ごとの報

告（贈与等の有無及び飲食・ゴルフの届出状況を義務付けている。 
 

文書による通知、研修、各所属内の会合、

回覧等 

教育委員会 １ 服務倫理に係る冊子「信頼される学校づくりを職場の力で（令

和７年度版（令和７年３月改訂）」（令和７年３月発出） 
 
 
 
２ 「不祥事根絶推進月間」の設定（令和７年５月） 
 
 

 各所属における校内服務倫理委員会等

に使用する資料として非違行為とそれら

に対する処分及び職場における防止策等

をまとめた左記の冊子を発出した。 
 
 教職員個々の意識醸成を目的とし、また、

各所属で不祥事根絶のための取組を再検

証するよう指示した。 
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任命権者 取   組   内   容 周知方法等 

教育委員会 ３ 「学校事故防止対策研究協議会」の資料配付 
 
 
 
 
 
４ 「教職員等によるセクシュアル・ハラスメント及びパワー・ハ

ラスメントに関する調査」の実施（令和７年６月） 
 
 
５ 「福島県公立学校服務倫理対策委員会」の開催（令和７年８月、

令和８年１月） 
 
 
６ 教育庁幹部等による学校訪問（年間実施） 
 
 
 
 
７ 不祥事の根絶に向けての通知（年間実施） 
 
 
８ 教育長による県立学校訪問（年間実施） 
 
 
 
９ 「不祥事根絶プロジェクトの改訂」（令和８年３月） 
 

 教育事務所長等が、県内公立学校の教頭

等を対象に直接講話し、管理職の意識改革

を促すとともに、参加者の研究協議及び情

報交換により、不祥事防止及び学校事故の

防止に対する意識向上を図った。 
 
 教職員等によるセクシュアル・ハラスメ

ント及びパワー・ハラスメントの根絶を図

るために実施した。 
 
 教育庁幹部職員が、職員の服務倫理確立

及び不祥事防止に係る対策を協議し、各校

の服務倫理委員会への支援策等を講じた。 
 
 各校の服務倫理委員会に参加し、教職員

に対して、教育公務員としての自覚と自戒

を持ち、高い倫理観と自律心を堅持するこ

とを訴えた。 
 
 職員課及び各人事主管課から、全職員に

向けて服務規律遵守を訴えた。 
 
教職員の相次ぐ不祥事を受け、教育長が

教職員と直接対話する場を設け、危機意識

の共有を図った。 
 
不祥事の件数は減少したものの教職員

による重大かつ悪質な不祥事が根絶され

ないことから、引き続き外部有識者の意見

等を踏まえて、教職員一人一人に危機意識

を浸透させるためにプロジェクトを改訂

した。 

警察本部長 各所属における職務倫理教養及び職員の身上把握と指導の徹底を

図り、服務規律の厳守が、県民の警察に対する信頼と期待の確保に

つながることを周知した。 

巡回指導 
機会教養 
執務資料の発出 

代表監査 
委員 

１ コンプライアンス委員会を随時開催し、法令遵守の意識を高め

た。 
２ 全職員に対して「職員の服務規律の厳正な保持について（総務

部長通知）」を周知した。 
３ コンプライアンス研修会等を随時開催し、不祥事防止等コンプ

ライアンス周知徹底を図った。 
４ 四半期毎にコンプライアンスチェックシートによる自己点検を

実施した。 

通知文書の周知及び研修会の開催 
 

人事委員会 コンプライアンス委員会を随時開催し、コンプライアンスの徹底

について注意喚起。 

令和７年４月２８日、３０日、全職員を対象としてコンプライア

ンス研修を実施。 

（内容：「飲酒運転撲滅研修動画」を視聴して感じたこと等につ

いて意見交換を行った。） 

令和７年１２月４日、１８日、全職員を対象としてコンプライア

ンス研修を実施。 

（内容：事務処理ミス防止のために心がけていること等につい 

て意見交換を行った。） 

四半期毎にコンプライアンスチェックシートによる自己点検実 

施。 

通知文書の周知及び事務局内での研修

会の開催 
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(2) 営利企業等の従事制限 
 職員は、法第３８条により、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業の役員となり、自ら営利を目的とす

る私企業を経営し、又は報酬を得ていかなる事業もしくは事務に従事してはならないとされています。 
 

令和７年度の許可の状況は次のとおりです。 
                          （単位：件） 

区分 許可件数 

知事部局 59 

企業局 0 

病院局 25 

議会事務局 0 

教育委員会 368 

警察本部 4 

選挙管理委員会事務局 0 

監査委員事務局 0 

人事委員会事務局 0 

労働委員会事務局 0 

海区漁業調整委員会事務局 0 

    
 
 
 
８ 職員の退職管理の状況 

(1) 退職者数 
  令和７年度に退職した職員の状況は、次のとおりです。 
                                      （単位：人） 

        区分 
 
  職種 

事由別退職者数 

定年 勧奨 その他 合計 

 一般行政職 
0 

(0) 

17 

(0) 

327 

(85) 

344 

(85) 

 医療職 
0 

(0) 

2 

(0) 

46 

(9) 

48 

(9) 

 技能労務職 
12 

(0) 

0 

(0) 

5 

(10) 

17 

(10) 

 教育職 
0 

(0) 

0 

(0) 

527 

(245) 

527 

(245) 

 公安職 
0 

(0) 

5 

(0) 

125 

(10) 

130 

(10) 

 合計 12 

(0) 

24 

(0) 

1030 

(359) 

1066 

(359) 

（注）１ 「一般行政職」欄には、他に区分されない職種を含みます。 
   ２ （ ）内は定年前再任用職員及び暫定再任用職員であり、外書です。  
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(2) 再就職者による依頼等の規制（法第 38条の２） 
再就職者は、在職していた執行機関の職員に対し、契約事務等について、次のとおり職務上の行為をする（しない）ように要

求又は依頼（＝働きかけ）をすることが原則禁止されています。 
 

規制を受ける者 禁止される働きかけの内容 規制期間 

 全ての再就職者  離職前５年間の職務に関する働きかけ（法第38条の２第１項）  離職後２年間 

 在職中に自らが最終決裁権者として決定した契約・処分に関す 

る働きかけ（法第38条の２第５項） 

 

 期間の定めなし 

 

 本庁部長・本庁課長職

以上の職又はその他出先

機関の長の職に就いてい

た再就職者 

 上記に加え離職前５年より前に左記の職に就いていたときの職

務に関する働きかけ（法第 38 条の２第４項、第８項、職員の退職

管理に関する条例（平成27年福島県条例第 109 号）第２条） 

 離職後２年間 

それらについて違反行為がないよう、働きかけ規制違反に関する監視等のため、下記のアからエの制度が設けられています。 
 

ア 法第38条の３に規定する違反行為の疑いに係る任命権者の報告 
各任命権者は、法第 38条の２について違反行為の疑いを把握したときは、人事委員会に報告することになります。 

 
イ 法第38条の４に規定する任命権者による調査等 

各任命権者は、法第 38 条の２について違反行為の疑いを把握し、調査を行うとき及び調査を終了したときは、人事委員

会に報告することになります。  
また、人事委員会では、各任命権者の行う調査について経過報告を求め、又は意見を述べることができます。 

 
ウ 法第38条の５に規定する任命権者に対する調査の要求等 

人事委員会は法第 38 条の２について違反行為の疑いを把握したときは、各任命権者に対し調査を行うよう求めることが

できます。 
 

エ 職員の退職管理に関する条例第３条に基づく任命権者への届出 
人事委員会で定める管理又は監督の地位にあった職員で、離職後２年間に営利企業又は営利企業以外の法人から報酬を得

る場合、離職した際の任命権者へ届出が必要です。 
 
   令和７年度の状況は、次のとおりです。 

                          （単位：件） 

 令和７年度 

ア 法第38条の３に規定する違反行為の疑い 

に係る任命権者の報告 
0 

イ 法第38条の４に規定する任命権者による 

調査等 
0 

ウ 法第38条の５に規定する任命権者に対す 

る調査の要求等  
0 

エ 職員の退職管理に関する条例第３条に基 

づく任命権者への届出 
45 
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９ 職員の研修の状況 
職員の勤務能率の発揮及び増進のため、職層や経験年数に応じて行う基本研修や、個々の職員が習得したい知識及び技能を受

講希望する選択型の研修のほか、専門研修、職場研修、派遣研修等の各種研修を実施しています。 
令和７年度の研修の実施状況は、次のとおりです。 

 
(1) 一般行政職等 

 研 修 区 分 受 講 者 数 （人）  
 
 
 
 
(研修区分 初任科) 
 
 
 
 
 
 
 
(研修区分 主任任用科) 
 
(研修区分 係長、課長補佐任用科) 
 
(研修区分 警察運営科) 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(研修区分 専科) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 研 修 名 知事部局 企 業 局 病 院 局 教 育 警察本部 その他 合 計 

基 
 
 
本 
 
 
研 
 
 
修 

新採用職員研修（県） 333 1 19 29 0 2 384 

新規採用職員研修（研修所） 479 1 28 77 0(19) 4 589(19) 

基礎力アップ研修 146 1 31 31 7 0 216 

応用力アップ研修 174 2 18 30 5 2 231 

実行力アップ研修 231 1 8 25 0(11) 0 265(11) 

新任係長研修 115 0 7 10 0(15) 0 132(15) 

新任管理者研修 69 0 2 20 0 1 92 

新任課長研修 57 1 0 3 0 0 61 

新任管理者特別研修 79 0 2 22 0 1 104 

ふ く し ま 復 興 現 地 研 修 282 1 4 19 0 1 307 

知事と語る「ふくしまの未来」 6 0 0 1 0 0 7 

サポート職員研修 216 0 0 0 0 0 216 

管理職向けＯＪＴ研修 232 2 2 79 0 7 322 

定年引き上げ職員研修 59 0 1 6 0 1 67 

再任用職員研修 87 0 5 10 0 3 105 

ＤＸ推進研修（動画） 2,830 5 40 362 0 52 3,289 

ＤＸ推進リーダー研

修（演習） 

52 2 1 5 0 6 66 

ＤＸ推進リーダー研

修（e-ラーニング） 

116 0 0 2 0 1 119 

ＤＸ推進リーダー研

修（講演会） 

188 1 5 96 0 9 299 

人事評価制度におけ

る評価者研修 

89 0 4 23 0 3 119 

人 事 評 価 制 度 に お け る 新任 一次

評価者フォローアップ研集 

60 0 3 17 0 1 81 

人事評価制度における新任二次

評価者フォローアップ研 集 
15 0 0 1 0 0 16 

計 5,915  18  180  868  12(45)  94  7,087(45) 

選 
 
択 
 
研 
 
修 

基礎能力・業務遂行能力開発  14 0 4 1 0(35) 0 19(35) 

政策形成能力開発 2 0 0 0 0 0 2 

協働・対人能力開発 7 0 0 0 0 0 7 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力開発 2 0 0 1 0 0 3 

危機管理能力開発 1 0 0 0 0 0 1 

女性のためのキャリアデザイン研修 39 0 0 0 0 1 40 

計 65  0  4  2  0(35)  1  72(35) 

派 遣 研 修 15 0 0 0 0 0 15 

自己啓発活動支援（ｅラーニング等） 98 1 1 6 0 0 106 

民間企業等経験者報告会 75 0 0 7 0 1 83 

震災・原子力災害の経験

伝承に係る講演会 
170 0 1 23 0 1 195 

合 計 6,338  19  186  906  12(80)  97  7,558(80) 

   ※（ ）内は警察大学校、管区警察学校及び県警察学校での研修の受講者数で、外書きです。
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 (2) 教育職 
研 修 区 分 

概   要 受講者数（人） 
 研 修 名 

基 
 
本 
 
研 
 
修 

指導主事及び

管理主事等研

修 

 福島県教育委員会の職務権限と任命権の行使及び勤務と服務の実例や、学校

事務に対する処置及び分限懲戒措置の実例等について研修を行う。 
73 

初任者研修  現職教育の第一段階として、新任教員に対し実践的指導力と使命感を養うと

ともに、幅広い知見を得させるため、初任者研修を採用の日から一年間にわた

り実施する。 668 

２年次研修  初任者研修を終了した教諭に対して、福島県公立学校教職員現職教育計画に

基づき、その後１年間の研修を実施し、初年度に培った基礎的な力を、日々の

教育実践に生きる確かな資質や能力へと高めることを目的とする。 341 

５年経験者研

修 
 初任者研修に引き続き、５年程度の教職経験者等に対して行うもので、５年

程度の経験を基盤に、教科指導や生徒指導等の力量の向上を図るとともに、社

会の変化に対応した教育課題等について実践的な研修を進める。 445 

中堅教諭等 
資質向上研修 

 教職経験１０年程度の教員は、校内外において学校教育活動の実践的な場で

中核的立場となり、さらに、それまでの実績に裏打ちされた新たな視点、力量

の向上、指導法の工夫改善が必要となる時期でもある。そのため、１０年程度

の教職経験者等に対し、教科指導や生徒指導等、職務遂行上必要な専門的知識

・技能等の資質・能力の向上を図るとともに、教科経営、学級・学年経営、校

務分掌のリーダーとしての力量の向上を図る。 

280 

中核教諭研修  初任者研修、５年経験者研修、中堅教諭等資質向上研修の内容を踏まえ、教

職経験２０年程度の実績等に留意し、教員個々の専門的知識、能力の深化や伸

長を図るとともに、学級・学年経営等、全校的視野での教育活動における推進

的立場として、広い視野に立った教育実践について力量の向上を図るため、各

種研修会等を中核教諭研修として位置づけて行う。 

140 

   
(3) 公安職 

研 修 区 分 
概   要 受講者数（人） 

 研 修 名 
採用時教養 初任科・初任補

修科 
 新たに採用された警察官を対象に、職責の自覚と使命感

を培い、地域警察活動に必要な基礎的知識・技能の修得及

び体力・気力の錬成を図る。 

167 

任用科 県警察学校  警部、警部補及び巡査部長に昇任または昇任が予定され

ている警察官に対し、必要な知識・技能の補完を図る。ま

た、各専務部門に新たに任用する警察官に対し、職責 

の自覚と専務員としての基礎的知識・技能の修得を図る。 

103 

管区警察学校 
118 

警察大学校 
33 

専科等 県警察学校  特定の分野に関する専門的知識・技能の修得を図る。 
596 

管区警察学校 
64 

警察大学校 
51 
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10 職員の福祉及び利益の保護の状況 
(1) 職員の福利厚生の実施状況 

ア 安全衛生管理 
職員の安全の確保及び健康の保持増進を図り、快適な職場環境を実現するため、労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号）

及び福島県職員安全衛生管理規程（昭和 58年福島県訓令第11号）に基づき、安全管理者、衛生管理者、産業医等を選任す

るとともに、衛生委員会、安全衛生委員会等を設置し、職員の安全衛生管理に努めています。 
 

イ 職員の健康管理 
疾病の予防、早期発見を図るため、労働安全衛生法に基づき、「定期健康診断」、「特別健康診断」等の各種健康診断を

実施し、職員の健康管理に努めています。 
令和７年度の実施状況は、次のとおりです。 

 
(ｱ) 健康診断の実施状況 

ａ 知事部局等（病院局、教育委員会及び警察本部を除く。） 
健康診断種別 実施主体 対象者数 

（人） 
受診者数 
（人） 

受診率 
（％） 

 

胸部健康診断 県 5,727 5,349 93.4 

特別健康診断 県 7,188 7,035 97.8 

成人病予防健康診断（35歳以上） 県 3,540 3,501 98.9 

成人病予防健康診断（35歳未満） 県 1,862 1,839 98.8 

新規採用職員健康診断 県 325 323 99.4 

婦人科健康診断（子宮がん） 県 956 349 36.5 

婦人科健康診断（乳がん） 県 500 238 47.6 

人間ドック健康診断 県・共済組合 1,508 1,504 99.7 

情報機器作業従事職員健康診断 県 7,011 6,719 95.8 

（注）特別健康診断の対象者数及び受診者数は、年２回実施の延べ人数です。 
 
ｂ 病院局 

健康診断種別 実施主体 対象者数 
（人） 

受診者数 
（人） 

受診率 
（％） 

 

胸部健康診断 病院局 350 346 98.9 

特別健康診断 病院局 409 399 97.6 

成人病予防健康診断（35歳以上） 病院局 225 225 100 

成人病予防健康診断（35歳未満） 病院局 101 99 98.0 

新規採用職員健康診断 病院局 24 22 91.7 

婦人科健康診断（子宮がん） 病院局 66 63 95.5 

婦人科健康診断（乳がん） 病院局 52 51 98.1 

人間ドック健康診断 県・共済組合 108 108 100 

情報機器作業従事職員健康診断 病院局 327 278 85.0 
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ｃ 教育委員会 
健康診断種別 実施主体 対象者数 

（人） 
受診者数 
（人） 

受診率 
（％） 

 

新規採用教職員健康診断 県(教) 182 182 100.0 

教職員定期健康診断 県(教) 6,708 6,690 99.7 

教職員結核健康診断 県(教) 6,708 6,439 96.0 

情報機器作業従事教職員健康診断 県(教) 5,948 5,818 97.8 

教職員人間ドック事業※ 

共済組合

県(教) 
市町村 
互助会他 

5,700 4,247 74.5 

乳がん・子宮がん検診 共済組合 
県(教) 

6,544 3,338 51.0 

警戒区域等で業務に従事した職員の 
健康診断 県(教) 857 836 97.5 

※ 県教育委員会負担分の人数を計上。 
 
ｄ 警察本部 

健康診断種別 実施主体 対象者数 
（人） 

受診者数 
（人） 

受診率 
（％） 

 

生活習慣病検診 県（警） 
共済組合 

3,751 3,751 100 

雇入時健康診断 県（警） 106 106 100 

特別健康診断 県（警） 68 68 100 

婦 人 科 検 診 県（警） 308 243 78.9 

 
(ｲ) その他の事業の概要（主なもの） 

ａ 知事部局等（教育委員会及び警察本部を除く。） 
（単位：人） 

事 業 名 称 事 業 概 要 実施主体 実施人数 

健康診断事後指導 要注意所見のある職員の指導 県 166 

健康相談事業 心身の健康に関する相談 県 2,549 

30 歳時健康教育事業 心と体の健康づくり 県 161 

メンタルヘルスサポート研修 心の健康づくり 県 1,724 

管理職向けメンタルヘルス研修会 心の健康づくり 県 150 

ストレスチェック事業 ストレスチェックの実施 県 6811 

特定保健指導事業 
特定健康診査 

メタボリックシンドロームに着目 
した健診 

共済組合 
4,418 

特定保健指導 健診結果に基づいた指導 269 

※ 特定保健指導の実施人数については、令和６年度の人数（対象期間は令和６年度下半期～令和７年度上半期） 
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ｂ 教育委員会 
（単位：人） 

事 業 名 称 事 業 概 要 実施主体 実施人数 

 教職員ストレスチェック事業 
心理的な負担の程度を把握するた

めの検査を実施し、集団ごとの分

析を実施 

県(教) 6,622 

 教職員相談事業 
職場や家庭での悩み等についての

相談 
県(教) 259 

 管理監督者メンタルヘルス研修 

教育庁各課、所・館、県立学校及

び市町村立学校の管理監督者に対

しメンタルヘルスに関する研修を

実施（職場におけるラインケアの

充実） 

県(教) 

共済組合 

オンデマンド 

2,824 

 メンタルヘルスセミナー 
心の健康づくりに関するセミナー

の実施 
共済組合 

対面 15 

オンデマンド 

184 

若年者対象メンタルヘルスセミナー 

採用 1～５年目の若年者を対象に、

心の健康づくりに関するセミナー

の実施 

県(教) 

共済組合 

オンデマンド 

808 

 ふくしま教職員こころのケア事業 
共済組合員に対するカウンセリン

グやメンタルケアの講師派遣等 共済組合 

カウンセリング 

612 

講師派遣 5 

ピアカウンセリング 

 1 

 こころとからだの健康相談 他 
健康上の不具合や心身の悩みにつ

いて専門医等が相談に対応 
共済組合 318 

 特定健康診査 
メタボリックシンドロームに着目 

した健診（被扶養者を含む） 
共済組合 

 

14,792 

 特定保健指導 健診結果に基づいた指導 共済組合 
 

873 

※ 被扶養者を含む。 
 
ｃ 警察本部 

（単位：人） 
事 業 名 称 事 業 概 要 実施主体 実施人数 

健康管理指導 健康管理に関する集団指導 県（警） 
共済組合 

1,390 

個別健康相談 心身の健康管理に関する個別保健

指導 
県（警） 

 

278 

ライフプラン研修 生きがい、家庭経済、健康管理 県（警） 
共済組合 

 

493 
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 (2) 公務災害等の状況 
 区 分 令和６年度末 

 未認定件数  
令和７年度中 

申請件数 
令和７年度中認定状況 令和７年度末 

未認定件数 
  
 

 

 

 

公務上 公務外 取下げ 計 

公務災害 8 284 280 1 2 283 9 

通勤災害 2 18 20 0 0 20 0 

合 計 10 302 300 1 2 303 9 

 
 
 (3) 職員の利益の保護の状況 

職員の利益は、勤務条件に関する措置要求制度及び不利益処分に対する審査請求制度により保護されています。 
ア 勤務条件に関する措置要求制度 

 法第 46 条の規定により、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、人事委員会に対して、任命権者により適当な措

置が執られるべきことを要求することができる制度。 
イ 不利益処分に対する審査請求制度 

 法第 49 条の規定により、懲戒その他職員の意に反すると認める不利益処分を受けたとき、人事委員会に審査請求を

することができる制度。 
これらの制度に関する令和７年度の状況は「福島県人事委員会の業務報告（令和７年度）」３及び４のとおりです。 

 
 
11 その他知事が必要と認める事項 

(1) 公益通報の状況 
職員からの内部通報に関する窓口を設置し、通報者の保護を図りながら、法令違反等の未然防止や是正等の措置を行うこと

により、適法かつ公正な県政運営を進めるため、公益通報制度を実施しています。 
なお、令和７年度の状況は、以下のとおりです。 

機 関 名 通報件数 （うち受理件数） （うち不受理件数） 
知事部局 0 0 0 

企業局 0 0 0 

病院局 0 0 0 

教育委員会 0 0 0 

警察本部 0 0 0 

その他委員会等 0 0 0 

 
 

(2) 職員に対する働きかけに関する対応状況 
職員が、一定の公職にある者等から入札及び契約事務並びに採用その他人事に関する事務に関する働きかけを受けた場合、

その内容を記録し、組織として適切な対応に努めるとともに、透明で開かれた県政の運営に資するよう当該記録票については、

公開の対象としております。ただし、議会、公聴会等の公式又は公開の場におけるもの、陳情書、要望書等の書面によるもの

及び単なる照会又は資料請求は、記録の対象から除きます。 
 
（令和７年度の状況） 
 働きかけを受けた案件 なし  
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Ⅱ 福島県人事委員会の業務報告（令和７年度） 
 
１ 職員の競争試験及び選考の状況 
 

(1) 競争試験の実施状況 
   ア 実施日 

 

試 験 の 種 類 試験公告日 受 付 期 間 第 1 次 試 験 日 第 2 次 試 験 日 名簿確定日 

大 学 卒 程 度 4 月 17 日 4 月 17 日～5 月 16 日 6 月 15 日  7 月 3 日～10 日 

 7 月 24 日～31 日 

8 月 12 日 

大学卒程度（先行実施枠） 2 月 17 日 3 月 3 日～24 日 4 月 13 日  5 月 8 日～13 日 

 5 月 14 日～21 日 

 5 月 26 日～28 日 

6 月 11 日 

大学卒程度（第２回） 9 月 10 日 9 月 10 日～30 日 10 月 19 日 11 月 26 日～27 日 12 月 10 日 

資 格 免 許 職 4 月 17 日 7 月 22 日～8 月 22 日 9 月 28 日 10 月 15 日～17 日 

10 月 30 日～11 月 4 日 

11 月 12 日 

高 校 卒 程 度 4 月 17 日 7 月 22 日～8 月 22 日 9 月 28 日 10 月 15 日～17 日 

10 月 30 日～11 月 4 日 

11 月 12 日 

職 務 経 験 者 7 月 11 日 7 月 22 日～8 月 22 日 9 月 9 日～28 日 11 月 8 日～9 日 12 月 4 日 

警 察 官 Ａ （ 第 １ 回 ） 2 月 17 日 3 月 3 日～4 月 4 日 5 月 18 日  6 月 27 日～7 月 2 日 8 月 12 日 

警 察 官 Ａ （ 第 ２ 回 ） 4 月 17 日 7 月 22 日～8 月 22 日 9 月 21 日 10 月 26 日～31 日 12 月 4 日 

警 察 官 Ｂ （ 第 １ 回 ） 2 月 17 日 3 月 3 日～4 月 4 日 5 月 18 日  6 月 25 日～7 月 2 日 8 月 12 日 

警 察 官 Ｂ （ 第 ２ 回 ） 4 月 17 日 7 月 22 日～8 月 22 日 9 月 21 日 10 月 26 日～29 日 12 月 4 日 

市町村立学校栄養職員 4 月 17 日 7 月 22 日～8 月 22 日 9 月 28 日 10 月 15 日～17 日 

10 月 30 日～11 月 4 日 

11 月 12 日 

市町村立学校事務職員 4 月 17 日 7 月 22 日～8 月 22 日 9 月 28 日 10 月 15 日～17 日 

10 月 30 日～11 月 4 日 

11 月 12 日 
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   イ 競争試験の実施状況                                                     （単位：人、％） 

       事項 

  

職種 

採用予定 

人  員 

申込者数 

（ａ） 

受験者数 

（ｂ） 

受験率 

（ｂ／ａ） 

第１次試験 

合 格 者 数 

最  終 

合格者数 

（ｃ） 

競争倍率 

（ｂ／ｃ） 

    
    
    
    
    
    
    
    
  
 
 
 
 
    
    
    
   
 
 
 
   
 
        
 
 
    
     
 

 
    
    
  

大

学

卒

程

度 

６

月

試

験 

行政事務 90  297(109)  191(58) 64.3  163(51) 116(41) 1.6  
警察事務 8  22(15)  17(11) 77.3  14(8) 5(5) 3.4  
農業 7  31(11)  13(4) 41.9  9(2) 6(1) 2.2  
農業土木 8  6(0)  3(0) 50.0  3(0) 1(0) 3.0  
林業 18  7(4)  2(1) 28.6  2(1) 1(0) 2.0  
土木 9  8(2)  2(0) 25.0  1(0) 1(0) 2.0  
建築 1  5(3)  2(2) 40.0  1(1) 1(1) 2.0  
化学 7  9(4)  6(2) 66.7  4(2) 1(1) 6.0  
農芸化学 4  4(3)  4(3) 100.0  4(3) 4(3) 1.0  
薬学 5  4(1)  4(1) 100.0  2(0) 0(0) - 
畜産 7  7(4)  2(2) 28.6  2(2) 2(2) 1.0  
水産 2  3(2)  3(2) 100.0  3(2) 2(2) 1.5  
機械 4  1(0)  0(0) 0.0  -(-) -(-) - 
心理 6  13(9)  13(9) 100.0  8(5) 5(4) 2.6  
福祉 2  17(10)  15(9) 88.2  8(5) 2(2) 7.5  

小 計 178  434(177)  277(104) 63.8  224(82) 147(62) 1.9  

先

行

実

施

枠 

行政事務  35  256(125)  234(119) 91.4  108(49) 64(35) 3.7  
農業 10  47(17)  36(13) 76.6  33(13) 16(9) 2.3  
農業土木 6  6(3)  5(2) 83.3  5(2) 4(1) 1.3  
林業 8  11(6)  10(6) 90.9  7(6) 7(6) 1.4  
土木 15  22(4)  18(3) 81.8  15(2) 11(2) 1.6  
建築 3  7(1)  6(1) 85.7  5(1) 4(1) 1.5  
畜産 3  12(7)  11(7) 91.7  11(7) 10(6) 1.1  

小 計 80  361(163)  320(151) 88.6  184(80) 116(60) 2.8  

 
 

第

２

回 

農業 - - -(-) - -(-) -(-) - 
農業土木 12  8(1)  5(0) 62.5  4(0) 1(0) 5.0  
林業 18  5(0)  3(0) 60.0  3(0) 2(0) 1.5  
土木 12  15(2)  10(1) 66.7  7(1) 6(1) 1.7  
建築 - - -(-) - -(-) -(-) - 
化学 7  9(0)  7(0) 77.8  7(0) 5(0) 1.4  
薬学 5  4(1)  3(1) 75.0  2(1) 1(0) 3.0  
畜産 - - -(-) - -(-) -(-) - 
機械 4  6(0)  2(0) 33.3  2(0) 2(0) 1.0  
心理 - - -(-) - -(-) -(-) - 
福祉 - - -(-) - -(-) -(-) - 

小 計 58  47(4)  30(2) 63.8  25(2) 17(1) 1.8  
資
格
免
許
職 

司書 - - -(-) - -(-) -(-) - 
栄養士 1  13(13)  9(9) 69.2  4(4) 2(2) 4.5  

小 計 1  13(13)  9(9) 69.2  4(4) 2(2) 4.5  

高
校
卒
程
度 

行政事務 14  82(33)  78(31) 95.1  35(14) 22(10) 3.5  
警察事務 8  33(23)  25(16) 75.8  24(15) 11(6) 2.3  
農業土木 1  0  -(-) -  -(-) -(-) - 
土木 2  2(0)  1(0) 50.0  0(0) -(-) - 

小 計 25  117(56)  104(47) 88.9  59(29) 33(16) 3.2  

職
務
経
験
者 

行政事務 10  191(57)  178(53) 93.2  39(9) 26(6) 6.8  
農業 1  20(3)  19(2) 95.0  15(1) 5(0) 3.8  
農業土木 3  1(0)  1(0) 100.0  1(0) 1(0) 1.0  
林業 5  6(1)  6(1) 100.0  5(1) 2(1) 3.0  
土木 5  14(0)  13(0) 92.9  11(0) 3(0) 4.3  
建築 - - -(-) - -(-) (-) - 
薬学 1  1(1)  1(1) 100.0  1(1) 0(0) - 
心理 1  2(2)  2(2) 100.0  2(2) 2(2) 1.0  

小 計 26  235 (64) 220(59) 93.6  74(14) 39(9) 5.6  
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      事項 

  

 職種 

採用予定 

人  員 
申込者数 

（ａ） 
受験者数 

（ｂ） 
受験率 

（ｂ／ａ） 
第１次試験 

合 格 者 数 
最  終 

合格者数 

（ｃ） 

競争倍率 

（ｂ／ｃ） 

警

察

官 

Ａ
第
１
回 

警察官Ａ（男性） 45  154  107 69.5  98 32 3.3  
警察官Ａ（女性） 10  42(42)  28(28) 66.7  26(26) 9(9) 3.1  

小 計 55  196(42)  135(28) 68.9  124(26) 41(9) 3.3  

Ａ
第
２
回 

警察官Ａ（男性） 5  29  18 62.1  17 5 3.6  
警察官Ａ（女性） 3  12(12)  6(6) 50.0  6(6) 3(3) 2.0  

小 計 8  41(12)  24(6) 58.5  23(6) 8(3) 3.0  
Ｂ
第
１
回 

警察官Ｂ（男性） 20  177  120 67.8  91 28 4.3   
警察官Ｂ（女性） 7  67(67)  54(54) 80.6  33(33) 8(8) 6.8  

小 計 27  244(67)  174(54) 71.3  124(33) 36(8) 4.8  

Ｂ
第
２
回 

警察官Ｂ（男性） 45  90  77 85.6  69 33 2.3  
警察官Ｂ（女性） 10  32(32)  27(27) 84.4  19(19) 9(9) 3.0  

小 計 55  122(32)  104(27) 85.2  88(19) 42(9) 2.5  
市町村立学校栄養職員 1  16(16)  15(15) 93.8  4(4) 1(1) 15.0  
市町村立学校事務職員 9  39(23)  36(21) 92.3  25(14) 12(8) 3.0  

合 計 523  1,865(669)  1,448(523) 77.6  958(313) 494(188) 2.9  
  （注）（ ）内は女性の数（内数）です。 

 

(2) 採用選考・昇任選考の実施状況  
地方公務員法の改正（平成 28 年４月１日施行）により、昇任は任命権者が人事評価その他能力の実証に基づき行

うものとなりました。 
本県においては、平成 28 年 10 月に人事評価制度が正式導入され、平成 30 年４月１日付けの人事異動に伴う昇任

から人事評価の結果を活用し、任命権者が昇任選考を行うこととなりました。 
また、警察官の死亡時昇任や退職時昇任などの特例昇任についても、他県での運用等を踏まえ、警察官の任用の

特例に関する規則(平成 28 年福島県人事委員会規則第 17 号)が令和３年１月に改正され、任命権者が昇任選考を行

うこととなりました。 
    令和７年度中の採用選考請求について、人事委員会が合格と認めた状況は、下表のとおりです。 
                                 （単位：人） 

給 
料 
表 

       任命権者 
         

標準的な職 
知事 教育委員会 警察本部 その他 計 

行

政

職 
部（局）長 1       1 
部（局）次長（参事） 1       1 
課長 7 7     14 
副課長           
主任主査（課長補佐） 2   1   3 
主査（係長） 1 2     3 
上級係員 7 1   1 9 
係員 29 2 2 2 35 

計 48 12 3 3 66 

公

安

職 

警視     3   3 
警部     8   8 
警部補     7   7 
巡査部長     5   5 
巡査     4   4 

計     27   27 

研

究

職 

部次長      
課長      
副課長      
主任主査      
主査      
上級係員      
係員 2       2 

計 2       2 
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給 
料 
表 

       任命権者 
          
標準的な職 

知事 教育委員会 警察本部 その他 計 

医
療
職
（
一
） 

部次長           
課長           
副課長           
主任主査       1 1 
主査 1     15 16 
係員       1 1 
計 1     17 18 

医
療
職
（
二
） 

課長           
副課長           
主任主査           
主査           
上級係員 2       2 
係員 1       1 

計 3       3 

医
療
職
（
三
） 

課長           
副課長           
主任主査           
主査           
上級係員 3     7  10 
係員 7     4  11 

計 10     10  21 

事
務
職 

主 任 主 査      
主 査      
上 級 係 員      
係 員      

計      

医
療
職 

主 査      
上 級 係 員      
係 員      

計      

教
育
職 

主 任 主 査   2     2 
主 査   22     22 

計   24     24 
合  計 64 36 30 31 161 

 

２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 
    別紙のとおり 
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３ 勤務条件に関する措置の要求の状況 
 (1) 係属状況 

区 分 

係属件数 処 理 件 数 翌年度 
へ の 
繰 越 
(A)-(B) 

前年度 
からの 
繰 越 

新 規 
要 求 

計 
（Ａ） 

却下 取下げ 打切り 判    定 計 
（Ｂ） 全 部 容 認 一 部 容 認 全 部 否 認 

給与            
旅費            
勤務時間            
休暇            
執務環境            
厚生福利            
転任            
任用            
セクシュアル 
ハラスメント            
妊娠、出産、育児
又は介護に関する
ハラスメント 

           

パワー 
ハラスメント  1 1  1     1 0 
その他            
    計  1 1  1     1 0 
（注）表中の（ ）内の数字は、要求事項の内訳数を記載。 

 (2) 完結事案一覧表  
事案名等 要 求 者 当 局 要求の内容 完結年月日 判 定 

令和 7(措)第 1 号 県職員 知事 勤務環境の改善 令和 7 年 12 月 18 日 取下げ 

 
４ 不利益処分に関する審査請求の状況 
  (1) 係属状況 

区 分 

係属件数 処 理 件 数 翌年度 
へ の 
繰 越 
(A)-(B) 

前年度
からの
繰 越 

新 規 
請 求 

計 
（Ａ） 

却下 取下げ 打切り      判  定 計 
（Ｂ）  処 分 取 消  処 分 修 正  処 分 承 認 

分
限
処
分 

降 給            
降 任            
休 職            
免 職            

懲
戒
処
分 

戒 告            
減 給            
停 職 1  1       1          1 0 
免 職  1 1      1      1 0 

転   任            
そ の 他            
    計 1 1 2 1 1     2 0 
            
再      審            

 
 (2) 完結事案一覧表                                                                                       

事案名等 請 求 者 処分者 処分の内容 完結年月日 判 定 
令和 7年 5 月 13 日 

付け審査請求 

公立学校職員 県教育委員会 免職 令和 7 年 7 月 2 日 却下 

令和 6（審）第 2号 警察職員 県警察本部長 停職３月 令和 8 年 3 月 12 日 取下げ 

 
 
５ 人事行政相談の状況 

人事行政相談員が、職員から相談を受けた件数 14 件 
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６ その他 
 (1) 職員団体の登録の状況 
  ア 登録職員団体名 
      

自治労福島県職員労働組合 
福島県高等学校教職員組合 
福島県立高等学校教職員組合 
福島県教職員組合 
福島県学校事務労働組合 
IRIS 福島 
 

  イ 令和７年度変更登録年月日とその内容 
      

自治労福島県職員労働組合 令和７年４月７日（規約及び役員の変更） 

福島県立高等学校教職員組合 令和７年４月 11 日（役員の変更） 

福島県教職員組合 令和７年４月 11 日（役員の変更） 

福島県高等学校教職員組合 令和７年４月 25 日（役員及び従たる事務所の所在地の変更） 

福島県学校事務労働組合 令和８年３月 18 日（役員の変更） 

 
 (2) 管理職員等の範囲の指定の状況 
    組織及び職の改廃を受けて、県職員に係る管理職員等の範囲を定める規則を改正 

令和７年５月 30 日 
(3) 労働基準監督機関としての職権の行使 

  ア 対象事業場  

区分 
労基法 

別表第１第 11 号 
労基法 

別表第１第 12 号 官公署 計 

事業場数 0 126 94 220 

 
    イ 解雇予告除外認定 ４件 
 
  ウ 特定機械等の設置及び検査状況（令和７年度末現在）   （基数） 

種類 
検査 

ボイラー 第一種圧力容器 クレーン 

設 置 数 47 19 0 

性 能 検 査 35 17 0 

落 成 検 査 0 0 0 

使用再開検査 0 0 0 

廃 止 報 告 0 0 0 
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